
日  時  2026 年 6 月 5 日（金）  18：00～19：30 

場  所  下伊那教育会館 

                                          

２０２６年度 

長野県教職員組合下伊那支部 

事務職員部定期大会                     

                                          

 

 

 

 

大会議案書 

 大 会 日 程 

１ 資格確認             ９ 経過報告 

２  開会のことば               10 2025年度決算報告      

３  大会議事運営委員の選出          11 議 事 

４ 議長団選出              第1号議案 2026年度運動方針・ 

５  議事録署名委員・記録員委嘱               スローガンの決定に関する件 

６  執行委員長あいさつ               第2号議案 2026年度事業計画の承認および 

７ 部長あいさつ                       予算の報告に関する件 

８ 来賓祝辞             12 閉会の言葉 

 

 

  

「ふれあい、学びあい、支えあい、 

連帯の輪で事務職員部活動にとりくもう」  
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スローガン 
 

☆ 諸手当の改善をはかり、大幅賃上げをかちとろう。 

 

 5 

☆ 職場の民主化をはかり、学校経営の中に学校事務を位置づけよう。 

 

 

☆ 学校教育法第３７条第３項を削除させ、兼務は排除するとともに、複数配置を拡大 

させよう。 10 

 

 

☆ 納得できる人事異動を確立しよう。 

 

 15 

☆ 親睦を深め、ともに学び合い、組織を強化し、つないでいこう。 

 

 

☆ 一人ひとりが学校事務労働のあり方を考え、その確立をはかろう。 

 20 

 

 

委員会組織および分担 

役  職  名 氏   名 学  校  名 担   当 

部  長 臼 井 祐 喜 竜 峡 中 学 校 ◎総括 総務 

副 部 長 井 原 南 大 下 条 小 学 校 ◎総務 総括 

委  員 若 生 柚 香 丸 山 小 学 校 ◎組織 情宣 

委  員 篠 原 樹 生 和 合 小 学 校 ◎研修 組織 

委  員 西 尾 由 章 松 川 中 央 小 学 校 ◎賃対・調査 組織 

委  員 岡 本 拓 己 和 田 小 学 校 ◎情宣 研修 

あり方推進委員 篠 原 樹 生 和 合 小 学 校  

 

＜下伊那支部事務職員部細則について＞ 

細則は、YUIネットワーク→ファイル管理→55事務職員部報／「シイム」→「細則」フォルダに掲載 

 

 

 25 
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２０２５年度 運動の経過と反省 

 

１ 給与・諸手当の改善をはかる運動  

(1) 25年度、長野県人事委員会は、月例給、一時金ともに4年連続のプラス勧告、自家用車に5 

係る通勤手当の引き上げ、地域手当の支給割合改定の勧告を行いました。県教組独自確定

交渉では、会計年度任用職員の給与も常勤職員に準じて改善されることになりました。 

(2) 事務職給料表における7級制度化の実現と全員6級（副参事）到達については、県事務職員

部において、県教組とともに賃金改善の最重要課題としてとりくんできました。25年度は4月

に全県で副参事4名、10月には副参事2名の発令がありました。今後も全員6級到達のため、110 

年以上の副参事在職を見越した早期の役付発令を実現すべく、ねばり強くとりくみをすすめ

る必要があります。 

(3) 超過勤務手当については、年間100時間を超える超過勤務については依然として協議が必

要であり、命令を受けない超過勤務の実態などさまざまな問題があります。3支部合同の南信

教育事務所との懇談会において、年度当初に管理職にむけた説明を行うことや、協議書の簡15 

素化と勤務実態に見合った手当の支給を要望しました。突発的な業務で超勤せざるをえない

現状への理解を求め、協議書の簡素化や速やかな追加配当、勤務実態に見合った手当の支給

を要望しました。 

(4) 旅費については、地公労確定交渉において、旅費制度が国に準じて大きく改善することと

なりました。特急利用制限の撤廃をはじめ、赴任旅費の移転料については原則「全額実費支20 

給」となりました。 

南信教育事務所との懇談会においては、それぞれの実態に応じた旅費予算の対応や、旅費

単価の見直しについて県義務教育課への働きかけを要望しました。今後も新たな問題が生じ

た場合には、県事務職員部や管内の他支部とも連絡を密にし、とりくんでいく必要がありま

す。 25 

 

2 権利・身分の確立をはかる運動 

(1) 義務教育費国庫負担制度については、支部基本組織および単組と連携し、市町村議会の請

願など、義務教育費国庫負担制度堅持のとりくみが引き続き必要です。 

(2) 「教職員評価制度」の実施にあたっては、「教職員の資質・能力の向上に資することをと30 

おして、学校の教育力の向上をはかり、子どもたちの成長発達に寄与すること」を尊重する

こと、「給与に差をつけることを目的としない」制度とするという合意がなされています。

今後も合意にもとづいた制度の運用がはかられるよう注視しながらとりくんでいく必要があ

ります。 

(3) 20年4月から総務事務システムが稼働し、小中学校では20年10月から運用が開始されまし35 

た。自治体ごとのシステムへの接続方法の違いや、マニュアルの整備不足により、運用直後

から現場に大きな混乱をもたらしました。今後も現場の実態を伝えながら、現場の負担が軽

減されるようなシステムに改善されるよう要望していく必要があります。 

(4) 人事異動については、南信教育事務所との懇談会において、部員のアンケートをもとに私

たちの要望を伝えました。納得できる人事異動の確立をはじめ、信頼関係を築き、仕事への40 

意欲につながるよう、今後も現場の実態を訴えていくことが大切です。 

 

3 教育条件の整備をはかる運動 

(1) 21年1月から24年3月まで、中学校21学級以上の県費事務職員配置基準を満たしながら複数
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配置非適用となっていた旭ヶ丘中に県費事務職員の複数配置が実現しました。現在の県費事

務職員複数配置は、必ずしも大規模一人校における過重労働軽減という観点からの配置とは

言い難い面があります。県費複数配置校の多くは新規採用職員が配置され初任者指導を行い

ながら大規模校の日常業務をこなしており多忙を極めています。県および南信教育事務所へ

複数配置校の勤務実態について訴えていくことが必要です。 5 

(2) 地方交付税の単位費用算定基礎になっている小学校 18 学級以上中学校 15 学級以上の学校

に市町村費事務職員を配置させることは大変重要です。支部基本組織とともに「校長会、教

育会への申し入れ」「教育七団体への要望」「県教委交渉」「南信教育事務所との懇談会」

などさまざまな機会において、対象となる学校での県費事務職員の過酷な勤務実態を訴え、

申し入れを行ってきました。長年にわたるとりくみにより、松川町・高森町では町費事務補10 

助職員が配置されるようになりましたが、配置後も勤務日数拡大などの申し入れを継続して

行ってきました。 

現在、算定基礎の対象となる松川中央小には 1 日の勤務時間が 7 時間(年間勤務日数 242

日)と勤務時間数が増加されてきていますがフルタイム勤務ではなく、高森中及び高森南小

はフルタイム勤務の事務補助職員が配置されましたが兼務の配置となっています。（算定基15 

礎の対象ではありませんが、松川中は 1 日 7 時間（年間勤務日数 242 日）の事務補助職員が

配置されています）飯田市では、10 年度に市費事務職員が引き上げられた松尾小に 26 年度

から市費事務職員が配置されることとなりましたが、配置状況が年度ごとに変動するため、

引き上げ･パート化への不安が途切れることなく続いています 

今後も支部基本組織および単組と連携し、単組活動を強力に行いながら、大規模校の過重20 

労働軽減にむけた市町村費事務職員の完全配置をめざすとりくみを継続していかなければな

りません。 

(3)  25年度も、引き続き事務職員が全校配置されました。しかし、小規模校の多い下伊那では、

児童生徒数の減少・学級数減および学校の統廃合による県費事務職員の引き上げが心配され

ます。27年度には、阿南第一中と阿南第二中が統合、上村小と和田小が再編となります。大25 

規模校の配置と同様に小規模校の配置についても注視が必要です。また、下伊那には小中併

設校があり、小中両校分の事務処理をしなければなりません。学校の教育条件を低下させな

いため、今後も県・支部・単組と連携し、学校規模にかかわらない全校配置へのとりくみが

必要です。 

（4） 全県の県費事務職員の定数内臨任者は23年度32名、24年度27名、25年度33名と推移してお30 

り、下伊那支部では、22年度10名、23年度12名、24年度14名、25年度17名（うち2名共同学校

事務室）と年々増加しています。教育事務所との懇談会で、定数内臨採の解消の要望をしま

したが、計画的な採用をすすめていくよう、引き続き強く訴えていく必要があります。なお、

欠員補充が南信地区に偏っている問題については、南信教育事務所も問題ととらえ県義務教

育課へ改善要望していることが確認出来ました。 35 

 

4 組織を強化する運動 

 (1) 組織強化のためには、支部内の部員同士が親睦を深めまとまることが大切です。7月の学習

会は参集、オンライン併用、1月の部会はオンラインで開催することができました。部員の交

流の場を設け仲間作りをすすめるためには、多くの部員がさまざまな活動に参加できるよう、40 

開催方法について今後も検討をしていく必要があると考えます。引き続き、部報などをとお

してよびかけながら活動を行うなかで、より一層の仲間意識を強めていくことが大切です。 

 (2) 25年度は新規採用者２名、継続者を含め臨時的任用者３名、再任用者１名の加入がありま

した。未加入者に対するよびかけを引き続き行いながら、今後も組合活動について理解を求

め、団結をより強固なものにしていく必要があります。 45 
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(3) 支部基本組織に代表を送る運動では、執行委員、会計監査委員に部員から各1名当選しまし

た。問題解決のために引き続き活躍されることを期待します。 

 

5 情宣活動を活発にする運動 

支部事務職員部報(シイム)を5回発行しました。執行部と部員を結ぶ重要な手段であるとと5 

もに、部員相互の情報交換を行う場と位置づけています。25年度は、新入・転入部員の紹介や、

支部定期大会、学習会・部会の様子などを掲載し、また11月には「あり方」についての特別号

を発行するなど、事務職員部のつながりが感じられる紙面となりました。今後も見やすい紙面

づくりを心がけ、発行時期・発行回数については据え置きとしつつも、掲載内容の簡略化など

臨機応変に対応します。 10 

 

6 研究活動を活発にする運動 

学習会は参集とオンラインの併用で開催し、県部長による情勢報告や共同学校事務室に関す

る学習、意見交換を通した部員間の交流を行いました。部員からは、近隣の市町村のことなの

に、わからないことばかりだったので知るきっかけになった。夏休み中の平日開催で参加しや15 

すかった。などの感想がありました。 

支部教研集会は平日の参集開催となり、2つのグループに分かれて５本のレポートをもとに

活発な議論が行われました。また、年度末活動反省のアンケート結果から、多くの部員が日々

の仕事のなかに課題を見つけ意識的に改善しようとしている姿勢が見られました。 

今後も部員一人ひとりが、事務職員としての今後のあり方への課題をもち、子どもの権利保20 

障と職の確立・地位の向上をめざした研究活動を推進していく必要があります。 

 

7 福祉関係団体の運営に参画する運動 

福祉関係団体の事業内容をより充実させるため、今後も引き続き、私たちの代表を送ってい

く必要があります。コ－プながの支部役員などへ代表を送り、積極的にかかわっていくことが25 

大切です。 

教育団体事務改善委員会に相談員を送り、教育団体の集金事務法定外控除システムの改善充

実をはかりました。教職員の任用形態の多様化にともない、集金事務も複雑になってきていま

す。教職員の権利を守り学校事務労働の確立をすすめる立場からも控除事務の簡素化・合理化

を一層検討していく必要があります。  30 
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2025年度 事業報告 

月日 活  動  内  容（ ）内会場 

 3/25 

 4/7  

 4/19 

4/30 

4/30 

5/8 

5/24 

5/26 

6/5 

 6/19 

 6/26 

7/28  

 7/31 

8/7 

 9/4 

10/19 

10/20 

10/27 

11/4 

12/4 

12/5 

12/5 

1/9 

1/9 

1/17 

1/23 

1/30 

2/15 

2/24 

3/7 

 3/9 

第 1 回委員会 組織確立、年間計画、予算案確認、支部定期大会計画、議案書審議 

第 2 回委員会 議案書審議 県定期大会代議員会計画・支部定期大会計画 

第 1 回県委員会 組織編成、専門委員会、県定期大会、運動方針、各種調査 

県定期大会代議員会（下伊那教育会館）県事務職員部定期大会議案書審議  

臨時委員会 議案書審議 県定期大会修正案検討 

第 3 回委員会 支部・県定期大会、教育事務所との懇談会計画、学習会計画 

県事務職員部定期大会（オンライン併用開催 下伊那教育会館参集） 

第 4 回委員会 県定期大会反省、支部定期大会、教育事務所との懇談会計画、学習会計画 

支部事務職員部定期大会（下伊那教育会館） 

第 1 回学校事務労働のあり方推進委員会  

第 2 回県委員会 県定期大会反省、県教委交渉、県事務研究会・共済組合との懇談会、問題学習会 

第 5 回委員会 支部・県定期大会反省、学習会、教育事務所との懇談会 

学習会（オンライン併用開催） 情勢報告、学習会「共同学校事務室について」、グループトーク 

事務職員部県教委交渉（長野県庁） 

第 3 回県委員会 県教委交渉反省、人事問題懇談会計画、組織強化取組、県事研・共済組合との懇談会報告 

第 4 回県委員会 人事問題懇談会、問題学習会反省、学校事務研究集会、組織強化、次年度事務職員組織 

第 6 回委員会 教育事務所との懇談会要望書、発言検討、学習会反省 

第 2 回学校事務労働のあり方推進委員会 

南信教育事務所との懇談会（上伊那教育会館）下伊那、上伊那、諏訪支部の三者合同による開催 

第 5 回県委員会 人事問題懇談会反省、事務職員部組織、次年度事務職員部日程、実態調査 

第 7 回委員会 教育事務所との懇談会反省、部会計画、活動反省 

第 1 回支部事務職員部選挙管理委員会（下伊那教育会館） 

第 8 回委員会 部会、学習会計画 

第 2 回支部事務職員部選挙管理委員会（下伊那教育会館） 

長野県学校事務研究集会(オンライン開催)  

部会（オンライン開催）  活動反省、情勢報告、あり方学習 

第 3 回支部事務職員部選挙管理委員会（下伊那教育会館） 

日教組関東地区協議会 第 49 回学校事務研究集会 長野大会 (ホテル信濃路) 

第 9 回委員会 部会反省、役員引継計画、年間活動反省・議案書審議 

第 6 回県委員会 活動の成果と反省、役選総括、名簿調査等依頼、組織強化、新年度当初予定 

第 10 回委員会 新旧役員引継、議案書審議 
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1号議案 2026年度運動方針･スローガンの決定に関する件 

 

はじめに 

｢子どもの学習権の保障をめざす学校事務の確立｣は､私たち学校事務職員の最も重要な課題のひ

とつです｡私たちは､その実現にむけて｢教育条件の整備｣｢職務の確立｣｢身分･権利の確立｣の実践を5 

重ね､働きやすい環境を構築してきました｡しかし､私たちをとりまく情勢は年々厳しさを増してい

ます｡ 

｢義務教育費国庫負担制度｣については､06年度より負担率が3分の1に引き下げられました｡引き

続き､義務教育の水準確保のために､支部基本組織･単組と連携し､｢義務教育費国庫負担制度｣の堅

持と負担率2分の1の復元をめざしたとりくみが重要となります｡大蔵省(当時)が､事務職員･栄養職10 

員の人件費を適用除外にするという方針を初めて打ち出したのは遠く1984年にさかのぼります。

今後も適用除外の動きに対しては断固阻止するとりくみを県教組事務職員部と共に引き続きすす

めていく必要があります｡ 

これまでのとりくみにより、2025年度の地公労交渉は月例給・一時金・通勤手当等の引き上げ勧

告の完全実施により１万円超のベースアップとなり、34年ぶりの高い水準である大幅な賃上げが15 

実現しました。また、旅費制度の見直しによる移転料の全額支給や、子育て部分休暇の拡充など様

々な成果がありました。 

06年4月から新給料表切り替えにともない｢わたり｣が廃止され､毎年賃金改善の最重要課題とし

てきた7級制度化の実現と6級(副参事)全員到達をめざすとりくみがさらに重要になりました。昨

年度の6級発令については4月に4名、10月に2名の発令がありました。23年度より定年が段階的に引20 

き上げられたことにともない、学校事務職員の副参事を含めた役職定年制（管理監督職勤務上限年

齢制）が導入されました。今後も昇任基準の明確化と在職1年以上の副参事発令を見すえた早期役

付け発令など適正な任用を訴えていく必要があります。 

09年6月には超過勤務手当の配当制度が廃止されましたが､事前命令が受けにくいなどの理由で､

依然として命令を受けられない超過勤務があります｡また､多忙ななかで協議書を作成する煩わし25 

さや､提出後に教育事務所から詳細を求められる事例もあり､事務職員自ら100時間以内に納めてい

る実態があります｡ 

学校事務の仕事内容は､職員の任用形態の多様化､経済格差による就学援助申請者の増加や学校

集金未納者への対応などにより､ここ数年でさらに増え複雑多岐にわたっています｡そのため超過

勤務縮減の努力にもかかわらず超過勤務をせざるを得ない実態があります｡実際に行っている超過30 

勤務については､きちんと命令を受け､実態に即した手当が支給されるようとりくんでいく必要が

あります｡ 

一方で｢地方行革｣により､市町村費事務職員の引き上げ･非正規･パート化が依然としてすすんで

います｡引き上げなどの情報を事前に把握することは難しく､また､事前に把握できた場合でもその

とりくみ方が課題となっています｡また、支部内の定数内臨採者の人数は近年増加しており、支部35 

での大きな課題となっています。解消に向けた適切な人員配置と基幹職種としての学校事務職員

制度確立にむけたとりくみがさらに重要になってきます｡ 

21年4月より高森町で、22年4月には飯田市を加え、加配を受けた共同学校事務室が設置されまし

た。また26年4月には加配は無いものの、松川町にも共同学校事務室が設置されました。3地域の情

報収集をすすめながら部員間で学習を深めていく必要があります。 40 

20年10月より本格的に運用開始された総務事務システムは、自治体ごとの接続方法の違いや、マ

ニュアルの整備不足により、運用直後から現場に大きな混乱をもたらしています。システムが小中

学校現場の実態に即したシステムとなるよう市町村への機器などの環境整備とあわせて改善を要

求していく必要があります｡ 
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今後､児童生徒数減による学校数の減少が見込まれ、それにともない部員数の減少も予想されま

す｡これまで以上に仲間の和を大切にして下伊那の組合活動を伝え､つなげて、一人でも多くの組

合加入をめざして働きかけることが重要です。 

以上のような情勢と課題をふまえ､本年度の｢スローガン｣｢運動のすすめ方｣を提起します｡一人

ひとり､今何をしなければならないのか､絶えず問題意識と行動意識をもち､県教組事務職員部､県5 

教組下伊那支部基本組織と連携を密にしながら､支部事務職員部の大同団結によって､この難局に

対処していきましょう｡ 

 

運動のすすめ方 

 

1 給与･諸手当の改善を求めます 10 

(1) 給与制度について各自が理解を深め､学校事務職員の賃金改善のために組織的に運動をす

すめます｡ 

(2) 様々な制度の導入等により生じた教員給与との格差改善を求めます。 

(3) へき地､準へき地､特別の地域および山間地校勤務者の手当について改善を求めます｡ 

(4) 支部基本組織に､学校事務職員の賃金改善について引き続き重点課題としてとりくむよう15 

求めます｡ 

(5) 旅費制度の運用について問題が生じた場合は､改善を求めます｡ 

(6) 部活動指導業務手当および対外運動競技等引率業務手当の支給について問題が生じた場合

は改善を求めます｡ 

 20 

2 権利・身分の確立にとりくみます 

(1) 義務教育費国庫負担制度を堅持させるとともに、支部基本組織、単組と連携し、負担率2分

の1復元をめざします。また、義務教育費国庫負担制度からの学校事務職員・栄養職員の適用

除外を阻止するようとりくみます。 

(2) 教職員評価制度が合意内容にもとづいて適切に運用されるようとりくみます。 25 

(3) 産休･育休の引き継ぎ制度についてさらに内容の改善を求めます｡ 

(4) 母性保障等に関する権利の積極的な行使と拡大のとりくみをすすめます｡ 

(5) 県事務職員部と連携して総務事務システムの諸問題の改善を求めます。 

(6) 業務内容の精選および見直しをすすめ、労働時間の短縮をはかります。また、労働強化に

反対し労働安全衛生法にもとづく学校労働安全体制の確立にむけて、労働条件の整備、改善30 

にとりくみます。 

(7) 民主的で公平な人事異動の確立にとりくみます｡ 

(8) 複雑かつ広範にわたる職務内容の特性・専門性をふまえ、学校事務職員が教育現場になく

てはならない職種であることを認識し、児童生徒・職場の教職員・保護者等の立場に寄り添

う学校事務労働の確立にとりくみます。 35 

(9) 共同学校事務室などの学校間連携組織について学習し、関係機関と情報連携に努めます。 

(10) 職場会等積極的に参加し、明るくはたらきがいのある民主的職場づくりにとりくみます｡ 

(11) 各種研修会参加の内容を還流し、組合員の意識向上をはかります｡ 

(12) 定年延長制度や暫定再任用制度については、基本組織と連携して、改善を求めます。 

 40 
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3 教育条件の整備にとりくみます 

(1) 学校教育法第37条第3項*1を削除させ、県費事務職員を1校1名必置されるよう求めます｡ 

(2) 県費複数配置基準*2を満たしている学校への事務職員配置について注視します。 

(3) 学級減等による県費事務職員の引き上げや兼務発令等を阻止し、県単配置されるよう求め

ます。 5 

(4) 定数内臨採を解消するため、正規採用者を増やすよう関係機関にはたらきかけます。 

(5) 市町村費事務職員等の引き上げ・非正規・パート化に反対し、支部基本組織、単組と連携

し、定員の確保をはかるとともに、関係機関にはたらきかけます。 

(6) 地方交付税の単位費用算定基礎となっている小学校18学級以上、中学校15学級以上の学校

に、支部基本組織、単組と連携し、市町村費事務職員の配置を求めます｡また、特殊条件に置10 

かれている学校には学校事務職員が加配されるよう求めます。 

(7) 小中併設校における兼務を阻止します。 

(8) 支部基本組織、単組と連携し、教育予算の増額と保護者負担の軽減をはかります｡ 

(9) 学校予算の民主的な運営をはかります。 

(10) 学校事務の改善につながる情報機器の整備がじゅうぶんになされるよう関係機関にはたら15 

きかけます｡ 

(11) 労働しやすい環境整備を求めます。 

 

4 組織強化にとりくみます 

(1) 事務職員問題解決のため､引き続き県事務職員部長を県基本組織に送り出すようとりくみ20 

ます｡ 

(2) 支部事務職員部から､支部基本組織に役員を送り出すようとりくみます｡ 

(3) 未加入者の組合加入を積極的にすすめます｡ 

(4) 支部基本組織との連携を密にするとともに､部員各自が該当する専門部の活動にも積極的

に参加し､諸問題の解決にとりくみます｡ 25 

(5) 支部の活動をとおして部員相互の親睦を深めるようとりくみます｡ 

 

5 情宣活動にとりくみます 

(1) 組合員としての意識の高揚をはかり､連帯を強めるため､情宣活動を活発に行います｡ 

(2) 支部事務職員部報(シイム)を発行し､活動の様子や部員の声を伝えるとともに､学習の資料30 

となる諸情報を掲載します｡ 

(3) 部員間の情報交換を密にし､各部員の抱える諸問題を部の活動に反映させ､解決をはかるよ

う努めます｡ 

(4) 部の行事等に積極的に参加するよう支部事務職員部報･担当委員をとおしてよびかけます｡ 

 35 

6 研究活動にとりくみます 

(1) 事務職員問題について学習するとともに､組合員相互の意志の疎通と一致できる課題を重

視し､組合員としての意識の高揚をはかります｡ 

(2) ｢学校事務労働のあり方推進委員｣を置き､教育条件整備を中心とした実践活動､検証をすす

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

*1 学校教育法第 37 条第 3 項｢第 37 条 小学校には、校長、教頭、教諭、養護教諭及び事務職員を置かなければならない。 

  2（省略）3 第 1 項の規定にかかわらず、副校長を置くときその他特別の事情のあるときは教頭を、養護をつかさどる主幹

  教諭を置くときは養護教諭を、特別の事情のあるときは事務職員を、それぞれ置かないことができる。 

*2 県費複数配置基準 ｢公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律｣(標準定数法)第 9 条では、27 学

    級以上の小学校、21 学級以上の中学校の事務職員の定数を２名と定めている。 
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めます｡ 

(3) 下伊那地区教育研究集会(8月28日)に実践レポート等をもちより参加します｡ 

(4) 事務職員部問題学習会(8月27日オンライン併用)および第55次長野県学校事務研究集会(1

月16日オンライン併用)に積極的に参加します｡ 

(5) 長野県教育研究集会(11月3日)および第76次教育研究全国集会への参加をすすめます。 5 

(6) 日教組関東地区協議会第50回学校事務研究集会(2月茨城県大会)および第67次全国学校事

務研究集会(7月大阪府)に参加できるように努めます｡ 

(7) 下伊那学校事務研究会､下伊那教育会学校事務部委員会との交流をはかります｡ 

 

7 福祉関係団体の運営に参画します 10 

(1) 福祉関係団体の役員に､学校事務職員から代表を送り出すようとりくみます｡ 

(2) 福祉関係団体の事業内容を検討し､一層充実されるようとりくみます｡ 

(3) 法定外控除の電算事務が改善･合理化されるようとりくみます｡  
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第2号議案 2026年度事業計画の承認および予算の報告に関する件  

2026年度 年間事業計画(案) 

 事業等 随時 県･国関係その他 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4月 県定期大会代議員会 4/30  

･あり方研究 

 

･部報(シイム)発行 

 

･各種調査 

 

 

 

 

5月  県定期大会 5/23(オンライン併用) 

6月 
支部定期大会 6/5 

教事懇談会アンケート 
 

7月 学習会 7/3 

日教組全国事務研究集会 

7月（大阪） 

県教委交渉 7/31 

8月 支部教研集会 8/28 問題学習会 8/27(オンライン併用) 

9月   

10月 教育事務所との懇談会 人事問題懇談会 10/13 

11月  県教研 11/3 

12月   

1月 
役員選挙 

部会 1/22 
県研究集会 1/16(オンライン併用)  

2月  
日教組関ブロ学校事務研究集会 

    2/7or14（茨城大会） 

3月 新旧役員引継会  

※委員会:年10回程度 
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２０２５年度 決算報告書 

 

２０２６年度 予算書（案） 

項　　　目 予算額
昨年度
予算額

増減額 説明

定 期 大 会 70,000 60,000 10,000 旅費・経費

部 会 40,000 60,000 -20,000 旅費・通信費・経費

委 員 会 150,000 150,000 0
旅 費 (引 継会 含む )1回
8,460円、消耗品

代 議 員 会 25,000 25,000 0 旅費

研 修 費 80,000 80,000 0
学習会旅費・通信費
経費 等

大 会 参 加 費 65,000 55,000 10,000 支部派遣参加補助

教育事務所懇談会 30,000 30,000 0 旅費

選 挙 管 理 費 10,000 10,000 0 旅費

計 470,000 470,000 0
 

 5 

項　　　目 予算額 決算額 残額 説明

定 期 大 会 60,000 55,298 4,702 旅費、経費

部 会 60,000 18,830 41,170 旅費・通信費、経費

委 員 会 150,000 126,839 23,161 旅費(引継会含む)、消耗品

代 議 員 会 25,000 17,906 7,094 旅費、経費

研 修 費 80,000 59,268 20,732
旅費・通信費、謝礼、
経費

大 会 参 加 費 55,000 76,000 -21,000 旅費

教育事務所懇談会 30,000 18,700 11,300 旅費

選 挙 管 理 費 10,000 6,530 3,470 旅費

計 470,000 379,371 90,629


